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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第72期
第１四半期
連結累計期間

第73期
第１四半期
連結累計期間

第72期

会計期間
自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日

自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日

自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日

売上高 (千円) 1,644,541 1,762,977 7,635,856

経常利益 (千円) 3,038 80,803 332,410

四半期(当期)純利益又は四半期
純損失（△）

(千円) △39,010 53,268 175,064

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △54,300 49,246 126,629

純資産額 (千円) 4,572,811 4,557,787 4,543,117

総資産額 (千円) 9,007,769 9,288,200 9,127,890

１株当たり四半期(当期)純利益
金額又は四半期純損失金額
（△）

(円) △4.16 6.18 19.16

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 49.9 48.2 48.9

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第72期及び第73期第１四半期連結累計期

間については潜在株式が存在しないため、第72期第１四半期連結累計期間については、１株当たり四半期純損

失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第72期第１四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する

事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報

告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び 連

結子会社）が判断したものであります。

　(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、中国を中心としたアジア地域での需要は好調を

維持したものの、平成23年３月11日に発生した東日本大震災の影響による生産や輸出の減少、依然と

して厳しい経済環境など先行きが不透明な状況で推移いたしました。

生産設備支援業種としての当電気機器業界におきましては、半導体業界など一部の業種において設

備投資に持ち直しの動きが見られたものの、総じて厳しい受注環境で推移いたしました。

このような状況のもと、当社グループは中国、東南アジア圏を中心とした海外市場への拡販や、国内

の新規顧客開拓に取り組んだ結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は1,762百万円（前年同四半

期比7.2％増）となりました。

利益面につきましては、原価低減に向けた活動や経費抑制を継続し、営業利益は69百万円（前年同

四半期は営業損失9百万円）、経常利益は80百万円（前年同四半期は経常利益3百万円）、四半期純利

益は、法人税等合計25百万円などを計上したことにより、53百万円（前年同四半期は四半期純損失39

百万円）となりました。

各セグメントごとの業績は以下の通りであります。

① 国内制御装置関連事業

エンジニアリング部門につきましては、配電盤分野は増加したものの、印刷制御装置分野が大幅に

減少したことなどにより当部門の売上高は446百万円（前年同四半期比16.7％減）となりました。

機器部門につきましては、海外需要の増加による空間光伝送装置分野の増加および国内向け表示器

分野（電力調整器）が増加したことなどにより、当部門の売上高は523百万円（前年同四半期比

11.2％増）となりました。

変圧器部門につきましては、半導体業界向け乾式変圧器や受配電用乾式変圧器が伸長したことや震

災からの復旧需要などにより、当部門の売上高は476百万円（前年同四半期比37.3％増）となりまし

た。

以上の結果、国内制御装置関連事業の売上高は1,447百万円（前年同四半期比6.8％増）となり、セ

グメント利益は66百万円（前年同四半期比149.1％増）となりました。
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② 海外制御装置関連事業

海外制御装置関連事業につきましては、日系企業および中国企業向けの受配電盤が伸長したことや

中国現地の日系エレベータ企業向けエレベータセンサの現地生産販売が増加したことなどにより、当

事業の売上高は161百万円（前年同四半期比46.2％増）となり、セグメント利益は11百万円（前年同

四半期はセグメント損失24百万円）となりました。

③ 建材関連事業

建材関連事業につきましては、公共設備投資抑制の影響を受けたことなどにより、当事業の売上高

は34百万円（前年同四半期比18.1％減）となり、セグメント損失は0百万円（前年同四半期はセグメ

ント利益1百万円）となりました。

④ 樹脂関連事業

樹脂関連事業につきましては、自動車業界での需要が低迷したことなどにより、当事業の売上高は

119百万円（前年同四半期比12.8％減）となり、セグメント損失は0百万円（前年同四半期はセグメン

ト損失5百万円）となりました。

　
　(2) 財政状態の分析

① 資産の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ160百万円増加し9,288百万円と

なりました。

流動資産は、200百万円増加の6,452百万円となりました。これは主に、受取手形及び売掛金が316百

万円減少したものの、現金及び預金の増加288百万円およびたな卸資産の増加204百万円などによるも

のであります。

固定資産は、40百万円減少の2,835百万円となりました。これは主に、有形固定資産の減少20百万円

および投資その他の資産の減少16百万円などによるものであります。

② 負債の分析

当第１四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べ145百万円増加し4,730百万円とな

りました。

流動負債は、161百万円増加の3,406百万円となりました。これは主に、支払手形及び買掛金の増加

144百万円などによるものであります。

固定負債は、16百万円減少の1,323百万円となりました。これは主に、長期借入金の減少5百万円など

によるものであります。

③ 純資産の分析

当第１四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べ14百万円増加し4,557百万円と

なりました。

これは主に、利益剰余金の増加18百万円などによるものであります。
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　(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。

　

　(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は15百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。　
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 18,000,000

計 18,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,388,950同左
名古屋証券取引所
（市場第二部）

単元株式数　1,000株

計 9,388,950同左 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　
　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　
　該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

　
　該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年４月１日～　
平成23年６月30日

― 9,388,950 ― 1,037,085 ― 857,265

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、該当事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できな

いため、記載することができないことから、直前の基準日(平成23年３月31日)に基づく株主名簿によ

る記載をしております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成23年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

普通株式　　769,000
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　8,575,000 8,575 ―

単元未満株式 普通株式　　 44,950 ― ―

発行済株式総数 　　　　　9,388,950 ― ―

総株主の議決権 ― 8,575 ―

　

② 【自己株式等】

　 　 平成23年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東洋電機株式会社

愛知県春日井市味美町２-156 769,000― 769,0008.19

計 ― 769,000― 769,0008.19

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成23年４月１日

から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,625,822 1,914,032

受取手形及び売掛金 3,373,563 3,056,726

商品及び製品 208,500 231,270

仕掛品 469,928 560,946

原材料及び貯蔵品 424,018 514,461

繰延税金資産 95,895 116,480

その他 56,043 59,338

貸倒引当金 △1,748 △361

流動資産合計 6,252,024 6,452,893

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 527,253 515,438

土地 1,109,287 1,109,287

その他（純額） 292,080 283,110

有形固定資産合計 1,928,622 1,907,835

無形固定資産

土地使用権 173,154 176,339

その他 98,544 92,326

無形固定資産合計 271,698 268,666

投資その他の資産

投資有価証券 346,012 320,835

繰延税金資産 184,519 191,138

その他 150,966 151,736

貸倒引当金 △5,953 △4,905

投資その他の資産合計 675,545 658,804

固定資産合計 2,875,865 2,835,307

資産合計 9,127,890 9,288,200

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,465,041 1,609,716

短期借入金 1,223,242 1,231,242

未払法人税等 122,447 39,286

賞与引当金 159,631 71,113

その他 274,397 455,077

流動負債合計 3,244,759 3,406,435

固定負債

長期借入金 599,056 593,454

長期未払金 75,834 74,450
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

繰延税金負債 6,160 6,160

退職給付引当金 455,494 448,639

役員退職慰労引当金 136,485 134,957

その他 66,982 66,315

固定負債合計 1,340,013 1,323,977

負債合計 4,584,772 4,730,413

純資産の部

株主資本

資本金 1,037,085 1,037,085

資本剰余金 857,360 857,360

利益剰余金 2,732,266 2,751,055

自己株式 △175,832 △175,930

株主資本合計 4,450,879 4,469,571

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 39,591 24,496

為替換算調整勘定 △25,666 △17,951

その他の包括利益累計額合計 13,925 6,545

少数株主持分 78,312 81,671

純資産合計 4,543,117 4,557,787

負債純資産合計 9,127,890 9,288,200
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

売上高 1,644,541 1,762,977

売上原価 1,216,299 1,257,593

売上総利益 428,241 505,383

販売費及び一般管理費

運賃及び荷造費 22,056 23,789

給料手当及び賞与 135,612 141,988

賞与引当金繰入額 11,983 24,230

退職給付費用 7,425 7,728

役員退職慰労引当金繰入額 3,665 1,136

福利厚生費 36,155 39,258

旅費及び交通費 21,369 18,338

減価償却費 12,039 14,029

賃借料 13,912 12,745

技術研究費 13,200 15,496

その他 160,198 137,126

販売費及び一般管理費合計 437,619 435,868

営業利益又は営業損失（△） △9,378 69,514

営業外収益

受取利息 1,285 522

受取配当金 8,648 9,592

受取賃貸料 4,745 4,604

助成金収入 1,398 －

雑収入 6,594 6,039

営業外収益合計 22,671 20,758

営業外費用

支払利息 7,290 6,538

不動産賃貸原価 2,847 2,762

雑損失 116 167

営業外費用合計 10,254 9,469

経常利益 3,038 80,803

特別利益

固定資産売却益 11 －

貸倒引当金戻入額 265 －

特別利益合計 276 －

特別損失

固定資産除却損 25 22

投資有価証券売却損 34 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 42,472 －

特別損失合計 42,532 22

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△39,216 80,781
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(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

法人税、住民税及び事業税 18,757 42,865

法人税等調整額 △15,408 △16,970

法人税等合計 3,349 25,894

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△42,565 54,886

少数株主利益又は少数株主損失（△） △3,554 1,618

四半期純利益又は四半期純損失（△） △39,010 53,268
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△42,565 54,886

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △12,472 △15,094

為替換算調整勘定 737 9,454

その他の包括利益合計 △11,735 △5,640

四半期包括利益 △54,300 49,246

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △50,881 45,888

少数株主に係る四半期包括利益 △3,419 3,358
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【追加情報】

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変

更及び誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用しており

ます。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成23年６月30日)

  受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高   受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

　　受取手形割引高　　　　　　　　　　 ― 　　受取手形割引高　　　　　　　121,818千円

　　受取手形裏書譲渡高　　　　　33,248千円 　　受取手形裏書譲渡高　　　　　　　  　―

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。　

　なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとお

りであります。

　

前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

　　減価償却費　　　　　　　　　　52,722千円 　　減価償却費　　　　　　　　　46,675千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月22日
定時株主総会

普通株式 37,486 4平成22年３月31日 平成22年６月23日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月24日
定時株主総会

普通株式 34,478 4平成23年３月31日 平成23年６月27日 利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 （単位：千円）

　

報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結損
益計算書計上
額（注）２国内制御装置

　　関連事業
海外制御装
置関連事業

建材関連  
事業

樹脂関連　事
業

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 1,354,604110,76942,533136,6321,644,541－ 1,644,541

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

42,58657,230 － － 99,816△99,816 －

計 1,397,191168,00042,533136,6321,744,358△99,8161,644,541

セグメント利益又は損失
（△）

26,783△24,2631,506△5,244△1,217 4,256 3,038

(注)  １　セグメント利益又は損失（△）の調整額4,256千円は、セグメント間の取引消去金額であります。

　　  ２　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

　

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年６月30日)

　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

　 　 　 　 　 （単位：千円）

　

報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結損
益計算書計上
額（注）２国内制御装置

　　関連事業
海外制御装
置関連事業

建材関連  
事業

樹脂関連　事
業

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 1,447,085161,96134,851119,0771,762,977－ 1,762,977

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

65,54390,627 － － 156,170△156,170 －

計 1,512,628252,58934,851119,0771,919,147△156,1701,762,977

セグメント利益又は損失
（△）

66,70811,389△704 △498 76,8943,908 80,803

(注)  １　セグメント利益又は損失（△）の調整額3,908千円は、セグメント間の取引消去金額であります。

　　  ２　セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額
（△）

△4円16銭 6円18銭

    (算定上の基礎) 　 　

四半期純利益又は四半期純損失（△）　　　(千円) △39,010 53,268

普通株主に帰属しない金額　　　　　　　　(千円) ― ―

  普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失（△）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （千円）

△39,010 53,268

普通株式の期中平均株式数　　　　　　　　(千株) 9,371 8,619

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、当第１四半期連結累計期間については、潜在株式が存

在しないため、前第１四半期連結累計期間については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)

　該当事項はありません。
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２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年８月11日

東洋電機株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    谷    口    定    敏    印

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    杉    原    弘    恭    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋
電機株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平
成23年４月１日から平成23年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年６
月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋電機株式会社及び連結子会社の平成23年
６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示してい
ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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